
第 ０ ８ － ０ ５ ３ 号 
ANANEWS

２００８年４月３０日 

平成２０年３月期決算について 
ANA グループでは、本日４月３０日（水）、平成２０年３月期決算をとりまとめました。詳細は別添

の「決算短信」をご参照ください。 
 
１．平成２０年３月期の連結業績 
（１）連結経営成績（連結子会社８１社、持分法適用非連結子会社５社、持分法適用関連会社１８社） 

①概況 
・ビジネス需要が引き続き堅調な国際線旅客において大幅な増収となり、国内線旅客におい

ても航空他社、他交通機関との競合の中、需要動向に応じた販売施策により前期を上回る

収入を確保しました。また、貨物専用機の増機などにより、国際線貨物も増収となりました。 

・ホテル事業セグメントの売上高が減少要因となっていますが、航空運送事業を中心に大幅

に増収し、営業収入は過去最高であった前期とほぼ同水準を確保しました。 
・燃油費が前期比約３００億円増加したことに加え、更新を進めている航空機材の減価償却

費などが増加しましたが、引き続きコストの抑制に努めました。 

当期純利益は、ホテル事業資産の譲渡による特別利益を合わせて過去最高となりました。 
                                                      単位：億円（億円未満は切り捨て） 

【連結経営成績】 平成２０年３月期 平成１９年３月期 増減 前年 
同期比(%) 

営 業 収 入 １４，８７８ １４，８９６ ▲ １８ ９９．９ 
営 業 費 用 １４，０３４ １３，９７４ ５９ １００．４ 
営 業 利 益 ８４３ ９２１ ▲ ７８ ９１．５ 
営 業 外 損 益 ▲ ２７８ ▲ ２９６  １７ ――― 
経 常 利 益 ５６５ ６２５ ▲ ６０ ９０．３ 
特 別 損 益  ５８７ ▲ １１５ ７０２ ――― 
当 期 純 利 益 ６４１ ３２６ ３１４ １９６．４ 
ＥＢＩＴＤＡ（注１） ２，０１１ １，８０８ ２０３ １１１．３ 

  注１：ＥＢＩＴＤＡ＝営業利益＋減価償却費 

単位：億円（億円未満は切り捨て） 

平成２０年３月期 平成１９年３月期 増減 
【セグメント情報】 

売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益 

航 空 運 送 事 業 １３，０１６ ７７９ １２，４８７ ７９７ ５２８ ▲１７ 
旅 行 事 業 ２，１５３ １０ ２，０８０ １９ ７３ ▲ ８ 
ホ テ ル 事 業 ――― ―― ６６６ ５２ ▲６６６ ▲５２ 
そ の 他 の 事 業 １，９８９ ５１ １，９６８ ５６ ２０ ▲ ４ 
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②国内線旅客事業  
・競争が激化するなかでも、「特割」や「旅割」の需給に応じた柔軟な価格設定や、高単価の 
ビジネスマーケット向けのセールスプロモーションを強化し増収に努めました。 

・「簡単・便利」を追求した「ＳＫｉＰ」サービスの国内線全空港展開、旅行需要喚起策としての

「ＮＩＰＰＯＮ２ キャンペーン」の実施など、競争力強化に向けた各種施策を行いました。 

結果として、旅客数は前期を下回りましたが、売上高については過去最高の水準となりました。 

（売上高の億円未満は切り捨て） 

【国内線旅客事業】 平成２０年３月期 平成１９年３月期 増減 前年 
同期比(%) 

売上高（億円） ７，３９５ ７，２６０ １３４ １０１．９ 
旅客数（千人） ４５，５５７ ４６，４７１ ▲９１５ ９８．０ 
座席キロ（百万座席キロ） ６２，６５１ ６２，４１４ ２３７ １００．４ 
旅客キロ（百万人キロ） ３９，９２８ ４０，５６４ ▲６３６ ９８．４ 
利用率（％） ６３．７ ６５．０ ▲１．３ ――― 

 

 

③国際線旅客事業  
・ビジネス需要を中心とした堅調な個人需要に支えられ、欧米路線に加えてアジア路線におい

ても前期に引き続き好調に推移しました。 
・成田＝広州線などの増便や羽田＝上海（虹橋）線を開設し、中国・アジア路線へのネットワー

ク拡充とビジネス需要を取り込みました。一方、中部＝上海線などの機材を小型化して需給

適合を進めるとともに、燃費効率に優れるボーイング７７７－３００ＥＲ型機を北米、ロンドン線

に投入し、一層の収益力強化に努めました。 

結果として、売上高、旅客数ともに過去最高の水準となりました。 

（売上高の億円未満は切り捨て） 

【国際線旅客事業】 平成２０年３月期 平成１９年３月期 増減 前年 
同期比(%) 

売上高（億円） ３，１１５ ２，７８４ ３３０ １１１．９ 
旅客数（千人） ４，８２７ ４，５５２ ２７４ １０６．０ 
座席キロ（百万座席キロ） ２８，２８５ ２６，６０７ １，６７８ １０６．３ 
旅客キロ（百万人キロ） ２１，２９１ ２０，１４５ １，１４６ １０５．７ 
利用率（％） ７５．３ ７５．７ ▲０．４ ――― 
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④貨物事業 
・国内線では、新規航空会社の参入により競争が一層激化しましたが、売上高、輸送重量とも

堅調に推移しました。 
・国際線では、貨物専用機を４機から６機に増機し、北米・中国・アジア方面へネットワークを拡

充し、積極的に需要を取り込みました。 

結果として、国内線についてはほぼ前期並み、国際線については売上高、輸送重量ともに前

期を大幅に上回り、内際貨物事業の売上高で初めて１，０００億円を超えました。 

（売上高の億円未満は切り捨て） 

【貨物事業】 平成２０年３月期 平成１９年３月期 増減 前年 
同期比(%) 

売上高（億円） ３０５ ３０５ ▲０ １００．０ 
輸送重量（千ﾄﾝ） ４６３ ４５８ ５ １０１．０ 国内線 
輸送量（百万ﾄﾝｷﾛ） ４４４ ４４２ ２ １００．４ 
売上高（億円） ７２１ ６２１ ９９ １１６．１ 
輸送重量（千ﾄﾝ） ３３３ ２７８ ５５ １１９．８ 国際線 
輸送量（百万ﾄﾝｷﾛ） １，６４５ １，２７１ ３７４ １２９．４ 

 
 
（２）連結財政状態 

・資産の部では、当期においてリース会計基準を早期適用したことに加え、航空機を中心とし

た設備投資を実施し、前期末から１，８１３億円増加しました。 
・有利子負債は、借入金の返済や社債の償還などによる減少もありましたが、リース会計基準

の早期適用によるリース債務（７２６億円）を計上し、前期末から１８４億円増加しました。 
・自己資本は４，５２９億円、自己資本比率は２５．４％となりました。また、Ｄ／Ｅレシオは１．７

倍に改善しました。 

（金額の億円未満は切り捨て） 

【連結財政状態】 平成２０年３月期 平成１９年３月期 増減 

総資産（億円） １７，８３３ １６，０２０ １，８１３ 
自己資本（億円） （注１） ４，５２９ ３，９８２ ５４７ 
自己資本比率（％） ２５．４ ２４．９ ０．５ 
有利子負債残高（億円） （注２） ７，６７８ ７，４９４ １８４ 
Ｄ／Ｅレシオ（倍） （注３） １．７ １．９ ▲０．２ 

注１：自己資本は純資産合計から少数株主持分を控除しています。 

注２：有利子負債残高にはオフバランスリース負債は含みません。 

注３：D／E レシオ＝有利子負債残高÷自己資本 

＜参考＞未経過リース料残高（借手）：２，０７１億円（前期末比＋８億円） 

3  



（３）連結キャッシュ・フローなどの状況 
・営業活動によるキャッシュ・フローは、税金など調整前当期純利益に、減価償却費や営業債

権債務の増減などの調整の結果、１，６５７億円となりました。 
・投資活動によるキャッシュ・フローは、ホテル事業資産譲渡による収入を得る一方で、航空機

関連の投資を行った結果、６９８億円の支出となりました。 

・財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済や社債償還、リース債務の返済などによ

り、８７３億円の支出となりました。 

単位：億円（億円未満は切り捨て） 

【連結キャッシュ・フローなど】 平成２０年３月期 平成１９年３月期 

営業活動によるキャッシュ・フロー １，６５７ １，５８７ 

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲６９８ ▲１，２８２ 

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲８７３ ▲１，００８ 

現金および現金同等物期末残高 １，７９９ １，７２２ 

減価償却費 １，１６７ ８８６ 

設備投資額 ３，５７７ ２，５１９ 

 
２．平成２１年３月期の見通し 
・本年策定した「ＡＮＡグループ２００８～１１年度中期経営戦略」に基づき、経営ビジョンである

「アジアＮＯ．１」の実現に向けて、より成長性の高い国際線旅客事業と貨物事業に経営資源

をシフトさせ、収益基盤をより一層強化し利益成長を実現してまいります。 
・引き続き厳しい競争環境下においても、ネットワークの強化に加え、新運賃による需要喚起と

従来以上にきめの細かい運賃設定に努め、約２２０億円の増収を見込みます。 
・原油市況は引き続き高騰しており、燃油費は前期に比べて約３５０億円増加する見込みです

が、イノベーションの推進により費用の抑制に努めます。 
・１株あたりの配当は３円を予定しております。 

平成２１年３月期の通期業績予想は以下の通りです。 

（配当金以外の億円未満は切り捨て） 

【平成２１年３月期見通し】 予  想 増  減 

営 業 収 入  （億円） １５，１００ ２２１ 
営 業 利 益  （億円） ８００ ▲ ４３ 
経 常 利 益  （億円） ５２０ ▲ ４５ 
当 期 純 利 益  （億円） ２７０ ▲３７１ 

１株あたりの配当金（円） ３ ▲２ 

 

※前提：ﾄﾞﾊﾞｲ原油 $95/bbl、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙｹﾛｼﾝ $119/bbl、為替 106 円/$ 

                                                     以上 
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